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インドにおける
「公企業改革｣と｢民営化」
絵所秀紀
はじめに
ラジーブ・ガンジー政権（1984年12月～1989年10月）下で推進された経
済自由化政策は，従来のインドでは見られなかったほど急激な，また広範
囲に及ぶ経済改革であったという点に，その特質を求めることができる。
これら一連の改革は，民間企業に対する産業政策・貿易政策・外資提携政
策等各分野での規制の緩和，および公企業改革と価格・分配政策の見直し
を主要な一環として含む行財政改革・金融改革から成り立っていた。いず
れも経済効率の改善，生産性の向上，あるいは企業の競争力強化を目指す
ものである(1)。本稿の課題はこれら一連の改革のうち，行財政改革の一環
として位置づけられる公企業改革と民営化に関するインド国内の政策論議
およびその具体化の動向を検討し，インドにおける「公企業改革」と「民
営化」の特質を明らかにすることにある。
発展途上国の開発戦略の中に経済自由化（規制緩和）と民営化のプログ
ラムが組糸込まれるようになった最大の原因は，ＩＭＦ・世界銀行が融資に
ともなって借り入れ国に政策変更条件として要求する構造調整プログラム
であった。８０年代インドの経済自由化政策の積極的展開もインデイラ・ガ
ンジー政権下で決定された1981年11月のＩＭＦ拡大信用供与制度（EFF）
からの50億ＳＤＲにのぼる借款導入という事実を抜きに語ることはできな
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い。
周ハ1のごとくＩＭＦ・ＵＵｉＬ銀行の構造調整プログラムの正当性を支えて
きたのは新古典派開発理論である。Ｈ・ミントが開発経済学の分野におけ
る「新古典派経済学の復興」と名づけた開発戦略は1970年代以降ますます
勢力を高め，ついにＩＭＦ・世界銀行エコノミストのよってたつ精神とな
った(2)。新古）〔派経済学の復興は当初貿易政策・産業政策の面であらわれ
た。途上国の比較優位に添った労働集約的製IIiilIの輸出をテコにした輸出指
向工業化戦略が'１日道されるとともに，輸入代替工業化戦略の弊害が指摘さ
れ，輸入代替工業化戦略を支えてきた様々な保護主義的システムー輸入ラ
イセンス制度，高率関税とタリフ・エスカレーション制度，高為替レート
政策の維持等一の撤廃が必要であるとされた。まもなく途上国の財政赤字
が巨額になるにつれ，また政府部門あるいは公共部門の対内的・対外的債
務累積が発展の足かせになっているという認識が広がるにつれ，新古典派
的開発理論の中で「政府の失敗」論が重要な位置を占めるようになった。
価格メカニズムに対する信頼が高まり，「価格の歪糸を是正する（get
priceright)」ために経済自由化あるいは規制緩和プログラムが必要であ
ると主張されるとともに，経済主体としての民間企業の活力を引き出すこ
とが不可欠であるとされた。こうしたコンテクストの中で「民営化」プロ
グラムが大きな注目を浴びるようになったのである(3)。
（１）ラジーブ政権下での「経済自由化」政策の具体的な動向，とりわけ民間企
業に対する各種の規制緩和については，CentreforMonitoringIndian
Econoｍｙ，ＴﾉﾉｅＬｊ６ｅγα〃sαﾉﾉo〃Ⅳoccss，（Bombay，1986）が詳しい。ま
た「経済改革」の全体像についての議論を深めるには，Ｒ､ＥＢ・Lucas＆
Ｇ､Ｆ、Papanekeds.，Ｔ舵Ｉ"〃α〃ＥＣＯ"o"jﾉ：Rcce"/ＤＧＺﾉcルカ加c"ノ
α"ｄＦＭ"γｅＰγCs此C/S，（WestviewPress：BoulderandLondon,1988）
が有益である。また伊藤正二編『インドの工業化一岐路に立つハイコスト経
済』（アジア経済研究所，1988）をも参照。
（２）HlaMyint，“TheNeoclassicalResurgenceinDevelopmentEcono‐ 
ｍｉｃｓ：ItsStrengthandLimitations''，ｉｎ；Ｇ､ＭＭｅｉｅｒｅｄ.，Ｐｊｏ〃ｅｃｒｓ
ノ〃ルリe〃伽e"/：ＳＢＣＣ"ｄＳｅγjes，ＯＵＰ（AWorldBankPublication，
インドにおける「公企業改革」と「民営化」１８９
1987)。新古典派開発経済学復興の詳細については，拙著『開発経済学一形
成と展開』（法政大学出版局，1991）第１章を参照されたい。
（３）代表的なものとして，ＰａｕｌＣｏｏｋ＆ColinKirkpatrickeds.，Ｐγ伽〃‐
ｓａｊｊｏ〃ｊ〃ＬｃｓｓＤｃ"c〃PedCo""/γjes，（Sussex：WheatsheafBooks，
1988）；ＷＭｄＤｅＭｏＰ"e"/，ＶｏＬ１７Ｎｏ、５（1989）の「民営化」特集。
1．ラジーブ政権下での経済改革と公企業
『第７次五カ年計画7t；』(Ｄは別格として，ラジーブ政権下の経済改革を
支えた基本的アイデアは，各種の政府委員会報告の中にうかがうことがで
きる。とりわけ注目されるのは，「成長主導的輸出」システムへの転換を
勧告した『貿易政策委員会報告（フセイン委員会)』(2)，数量的統制システ
ムから市場メカニズムを利用した財政・金融的統制システムへの移行を勧
告した『ナラシムハム委員会報告』(3)，インフレーションの主原因および
金融政策の有効性を制約する主原因として，長期・短期の公的債務の増大
を指摘した『金融制度調査委員会報告（チャクラヴァルティ委員会)』(ｲ)，
そして本稲で概要を紹介する『公企業政策検討委員会報告（セングプタ委
員会)」である。またこうした改箪のアイデアの具体的な政策表明として，
第７次五カ年計画期（1985／86年度～1989／90年度）における財政再建の
ための政策指針として提出された「長期財政政策｣(5)，大幅な輸入自由化
措置を盛り込んだ1985年４月の「長期輸出入政雛｣(`)，管理価格とインフ
レーションとの関連に満目し，管理価格決定の原則を論じた「符理価格政
策｣(7)竿がある。
インドで経済改革が要求されるようになった背景には，財政赤字と貿易
赤字という双子の赤字構造の定着，言い換えれば政府の対内的・対外的累
積債務の構造化という事実がある。『1988／89年度経済白書』は，「経常収
支の改善には，それに見あっただけの経済全体の貯蓄。投資ギャップの縮
小が必要である。インドのような状況下，すなわち近年見られる貯蓄・投
資ギャップの拡大が主に政府貯蓄の悪化に起因するような状況下では，予
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算パフォーマンスの方向転換は国際収支の持続的な改善に大きく貢献する
であろう」(8)とし，政府は財政赤字と経常収支赤字とが密接に関連してい
るという事実認識を明らかにした。
「長期財政政策」は第７次五カ年計画のための「非インフレ的資金調達」
の可能性，換言すれば政府の借り入れ金依存型資金調達構造からの脱却の
可能性をテーマにしたものである。それによると，計画支出は1970年代前
半には平均してＧＤＰ比5.8％であったが，1984／85年度（第６次計画終
了年度）には10.3％にまで増大した。これに伴って政府の借り入れ金，
とくに国内借り入れ金への依存度が高まった。すなわち，ＧＤＰに対する
国内借り入れ金比率は同期間に2.5％から6.0％へと増大した。また公共部
門貯蓄も同期間に2.1％から3.0％へと増大したが，このうち「経常収入バ
ランス（＝経常勘定歳入総額マイナス非計画支出)」の貢献分は1.3％から
0.3％へと落ち込んだ。これに対し同期間の公企業貯蓄は０．８％から２．７％
へ増大したが，この増大の大半は原油国内生産の急速な拡大によるもので
あった。ここで「長期財政政策」は，もはや第７次五カ年計画では同じよ
うな原油国内生産の増大は望めないという判断を示している（表１)。一
方非計画支出も著しく増大した。すなわち，７０年代前半のＧＤＰ比8.1％
から1984／85年度には10.9％へと増大した。このうちほぼ70％が国防費，
利子支払，食料および肥料補助金である（表２)。しかし「長期財政政策」
はこれら支出項目の大幅削減は著しく困難であるとしている。そしてこう
した状況下では，税収を増大させるための税制改革と，政府予算に過度に
依存した公共投資構造からの転換が必要かつ可能であるとしている。後者
の論点の核心はいかにして公企業自身の資源創出能力を高めるかという点
にあるが，「長期財政政策」は公企業の貢献分を，第６次計画期の実際値
であったＧＤＰ比２．１％から第７次計画期には３．６％にまで増大させるこ
とを目標として設定した（表１）(,)。
インドは，独立以降一貫して公共部門が経済発展の推進力として位置づ
けられてきた典型的な途上国としてよく知られている。公共部門とりわけ
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表１計画支出とその資金調達方法
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(ＧＤＰ比，％）
1984／ 
８５年度
修正予算
1971年
～76年
平均
1976年
～80年
平均
1980年
～85年
平均
第７次
計画期
ニロ｣，J-IHrH豈卜言十I由IでⅢ
１１管‘,耐
hl 
L｣ 
｢１ 
L」
七二1ｚＦ月旧
r1 
L」罪77f烟
1８ 
＊中央政府計画と州政府・中央政府直轄領計画への支援を含む。
*＊内部資源と予算外資源（ただし対外商業借り入れは除く。また中央政府に預
けられた石油部門の余剰を含む)。
出所：ＧＯＩ，Ｌｏ"ｇＴｃγ"ＦｊｓｃａノPoJjcy,Table１，Table３．
表２中央政府の経常勘定歳入と非計画支出
(ＧＤＰ比，％）
醤 1980年～85年平均 1984／ ８５年度修正予算1976年～80年平均 第７次計画期
r1 
L」
『
】
Ｂ’１０－９ 
五防1富
食料補助金 ｒ１ Ｌ」[1６１Ｃ 
]Ｂ料補:ｕ－． ｢１ Ｊ 1 
ｎ
Ｊ
 
ｎ
Ｊ
 
ｒ１ 
Ｌ」:‐了取
＊肥料補助金を含む。
出所：ＧＯＩ，Ｌｏ"ｇＴｃγ”FYscaノPoJjcy,Table２，Table４．
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公企業は，民間企業の成しえないような巨額な投資を必要とし収益を生む
に長期を要する資本財産業の担い手として，あるいは経済発展の基盤とな
るインフラストラクチャーを提供するものとして，インド混合経済体制の
支柱とみなされてきた。こうしたアイデアを理論的に支えたのは，第２次
五カ年計画（1956／57年度～1960／61年度）に具体化されたことで一躍世
界の脚光を浴びた，重工業部門への優先的な投資配分を持続的成長の基礎
とＺＡなす，マハラノピス・モデルである。のみならず公共部門はその後，
社会変化の道具・失業の解消。後進地域の開発等様々な観点からインドの
経済発展にとって必要不可欠なものとしても位置づけられてきた。
こうした理念の下で，インド公企業設立の基準が1956年の産業政策決議
で設定されることになった。この決議の中で全工業は３分野に区分けされ
た。すなわち，「企業新設に国家がもっぱら責任を持つ部門」であるＡ計
画産業，「国家がしだいに参加してゆくが，民間企業も活動しうる部門」
であるＢ計画産業，および「民間の主導権により開発する部門」である
「その他すべての産業」が設定された。Ａ計画産業には，兵器，原子力，
鉄道運輸業，石炭・鉱物１１１１.鉄鉱石などの鉱業，製造業８分野（鉄鋼，重
鋳鍛造，重機械，重電機，航空機，造船，電話，電信機)，航空運輸，発
電，配電業といった「基礎的かつ戦略的な」産業が含まれ，またＢ計画産
業には，アルミニウム，工作機械，特殊鋼，化学工業，鉱業，道路．海上
運輸業が含まれている。かくしてインドにおいては公企業が「経済の管制
高地」を占め，経済発展の全コースを支配し方向づけるプランニングの主
要な道具として位置づけられたのである。その後30有余年にわたって公企
業は経営不振企業の国有化やテーク・オーバーをも含めて投資，生産およ
び活動範囲において拡大に拡大を重ね，今日では公企業が当初担当すべき
と承なされた業務分野を大きく越えて，軽工業，種々の消費財，エレクト
ロニクス，ハイテク製品，建設，コンサルタント・サービス，旅行・ホテ
ル産業に至るまで進出し，公企業がない産業分野はほとんどないといって
よい状態になっている。
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表３中央政府所管公企業＊の概要
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＊『公企業白書』でカヴァーされている企業
資料：ＧＯＩ：MinistryofFinance，Ｐ"6ＪｊｃＥ"/eγ’γｊｓｅｓＳ”zﾉejノZ984-85，
Marchl986・
出所：CentreforMonitoringIndianEconoｍｙ，ＡＳ/α〃s/ｊｃａノルＤＭ(ノｏ/
Ｃｅ"'γαノCCZﾉﾉ．Ｅ"/cγPγｊｓｃｓ：Ｚ984-85,Bombay，Aprill986；ＤＣ.，
Ｐ"ＭｃＳｅｃｊｏγノ〃ＺｈｃＩ"〃α〃ＥＣＯ"o腕y，ｐｐ、156-169.
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表４『公企業白書』のカヴァーする範囲：1984／85年度
（単位：1000万ルピー）
(1)／(2) 
（％） 
『公企業白書』
でカヴァーされ
ている企業
すべての
公企業＊
(3) (1) (2) 
粗資本形成
付加価値
粗貯蓄
雇用者数（10万人）
２
３
４
５
 
５
３
５
２
 
10,865 
９，４２７ 
３，３３５ 
２２ 
21,000 
28,200 
６，１５０*＊ 
８８ 
＊CentreforMonitoringIndianEconoｍｙによる推測値
*＊非官庁企業の永の数値
川所：CentreforMonitoringIndianEconoｍｙ，ＡＳﾉﾛﾉﾉsﾉﾉcαノＲｃｚＭ(ノｏ／
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表５『公企業白書」でカヴァーされていない主要公
共部門の純利益(＋)／損出(－）：1984／85年度
（単位：1000万ルピー）
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合 計 －１，７６１ 
＊商業的損出
出所：表４と同じ。
公共部門とは非常に広い概念で，大きく分けると行政部門と経済活動を
行う公企業から構成されているが，経済活動を行う公企業はまた中央政府
企業，州政府企業，および地方自治体企業から成る。さらに中央政府企業
および州政府企業は，それぞれ官庁企業（DepartmentalUndertakings）
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すなわち省庁直営企業と，非官庁企業（Non-DepartmentalUndertak‐
ings）から構成されている。このうち中央政府所管の非官庁企業は工業
省公企業局による『公企業白書（Ｐ"6/ｊｃＥ"/c”γjsesS",Ｗｙ)」でカヴ
ァーされている。中央政府所管の非官庁企業数は1951年４月にはわずか５
企業であったが，1983年度には200社を越え，また雇用者数は1982年度に
200万人を越えた（表３)。1984／85年度の中央政府所管公企業207社のう
ち黒字企業は115社，黒字総額は321.3億ルピーであり，一方赤字企業は９２
社，赤字総額は109.5億ルピーである。石１１１１．天然ガス公社（ＯＮＧＣ)，
インディアン・オイル社，オイル・インディア社といった石油関連会社が
黒字企業上位３社を占め，これら３社の黒字総計は１９５億ルピーにまでの
ぼっている（このうち石１１１１.天然ガス公社の黒字額は163億ルピーであり，
黒字企業１１５社の黒字総額の５割強を占めている)('0)。しかし中央政府所
管の非官庁企業は公企業全体の粗資本形成および粗貯蓄の５割強，付加価
値の３割強，雇用者数の４分の１をカヴァーしているにすぎない（表４）。
『公企業白書」によってカヴァーされていない主要公企業は，中央政府お
よび州政府所管の官庁企業，国有化された商業銀行，政府所有金融機関，
州道路運輸公社，ノ'１電力公社，州政府所管の非官庁企業，およびすべての
地方自治体所管公企業である。表５はこうした公企業のうち主要なものの
純利益／損出を見たものである。州電力公社，州政府灌慨プロジェクト，
州道路運輸公社とインド国鉄の赤字が顕著である様子がうかがわれる。
（１）Governmentoflndia：PlanningCommission，Ｓｃ"e"ﾉﾉｚＦ/ＤｅＹｂαγ 
Ｐﾉα〃Ｚ985-90,ＮｅｗＤｅｌｈｉ，１９８５，２vols．
（２）Governmentoflndia：MinistryofCommerce，RcPoγｔｏブノノｚｅ
Ｃｏ加刎がｅｅｏ〃Ｔγα`ＣＰＯ/ｊｃｊｅｓ（Chairman：AHussain)，NewDelhi，
1984．この委員会報告の概要と貿易自由化政策をめぐるインド国内の議論に
ついては，拙著『現代インド経済研究』（法政大学出版局，1987年）第５章
で検討した。
（３）Governmentoflndia，Reloγ／ｏプ/ﾉbeCol"〃〃“/oEjwz〃"ｃルノ"cノー
ＰＪｅｓｏ／αPossノルＳ"ﾉﾉｒかo腕Ｐ"j'sjcaJ/ｏＦｊ"α"cjaノＣＯ"ノァC/S
（Chairman：Ｍ・Narasimham)，NewDelhi，1985.
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（４）ReserveBankoflndia，肋PCγｔｏ／／ﾉｂｅＣｏ加伽ｊｊｅｅＺｏ他ｚＭｕ/"ｅ
Ｗｂ「んｊ"ｇｏﾌﾞｫﾉｉｅｊＭｂ"e/αγｙＳｙｓ/e〃（Chairman：Ｓ､Chakravarty)，New
Delhi，1985. 
（５）Governmentoflndia：MinistryofFinance，Ｌｏ"ｇＴｅγ”Ｆｊｓｃａノ
ＰＣ〃Cy，ＮｅｗＤｅｌｈｉ，1985.
（６）Governmentoflndia：MinistryofTrade,．〃〃γ/α"。Ｅ”oγZ
PoJjcy/bγＡＰγjJZ985-MzγcﾉＭ988,2vols、1985.
（７）Governmentoflndia：MinistryofFinance，Ａ`〃"ｉｓ/cγccJDjce
PoJjCy，ＮｅｗＤｅｌｈｉ，1986． 
(８）Governmentoflndia，ＥＣＯ"o'"ｊｃＳ"γDeyZ988-89,NewDelhi，ｐ､１２８． 
（９）Ｐ.Ｎ、Dhar，“ThelndianEconomy：PastPerformanceandCurrent
lssueｓ”，ｉｎ；Ｒ,Ｅ､Ｂ・Lucas＆Ｇ､Ｆ・Papanekeds.，０ｶ．ｃ〃.；Shankar
Acharya，“India'sFiscalPolicy”，ｉｎ；ノ6Ｍをも参照。
(10）CentreforMonitoringlndianEconoｍｙ，ＡＳＺａｊｊｓ/jcczノルDjez(ノｏ／
Ｃｅ"/γαノＧｏ"/、Ｅ"ZeγPγjses：1984-85,Bombay，１９８６；石上悦朗「公企
業」（伊藤正二編『前掲書』所収）をも参照されたい。
2．「セングプタ委員会報告』の概要
(1)委員会の基本的スタンス
ラジーブ政権下での公企業改革の基本的なアイデアを提供したのは『セ
ングプタ委員会報告』(1)である。委員会で改革の対象とされた公企業は
『公企業白書』が対象としている中央政府所管の非官庁企業であり，当報
告はこうした公企業の経営活動を阻んでいる諸要因を探り，その改善の諸
方策を勧告したものである。
『報告書」は，公企業はプランニングの枠組の中で機能しなければなら
ず，また計画目標を実現する上での基本的な道具であるという，インドに
おける公企業の特殊な位置と役割を認めた上で，しかし公企業経営への政
府の直接的な介入は制限されるべきであるという立場を採用している。ま
た公企業の中には多様なものが含まれているので，これらを中核セクター
企業(2)，非中核セクター健全経営企業，非中核セクター赤字企業の３つに
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分類し，それぞれの対応を考えるという方法を用いている。
’|珂核セクター企業とは独占的な立場を占め，また政府の価格・分配規制
を受けているものと定義された。そして中核セクター企業は現行どおり担
当官庁との緊密な相互関係が保たれるべきであり，各企業の計画は国家計
画に統合されるべきであるが，こうした枠組の中でも企業の自主性を高め
るための修正が可能である，とした。一方非中核セクター企業の場合は，
国家計画への統合は民間企業に対するのと同様プランニングの「指導的，
規制的な枠組」に従って行われるべきである，とした。
『報告書』の中心論点は，いかにして「公企業の自主性と責任性との適
切なバランス」をとるかというものである。ここで「自主性（autonomy)」
とは「責任を負っている事柄に対して，経済的考慮に基づいて自由に経営
決定ができること」と定義され，一方「責任性（accountability)」は「公
企業の特定の実績基準，および公企業に割当られた特定任務遂行の成功
度」と定義されている。以上の課題を実現するために必要とされる現行方
式の変更分野として，以下の４点が指摘された。すなわち，（a)公企業の組
織構造および公企業と政府との関係，（１）)公企業の自主性の度合を決定する
手続きと規制，（c)公企業の実績評価と責任性のシステム，（d)政府と公企業
の権限行使を管理する行動綱領，がそれである。以下，『報告書」の主要
論点を要約しておこう。
(2)『セングプタ委員会報告』の主要論点の要約
①公企業の組織改革についての勧告
公企業の組織構造改革の視点は企業の自主性の確保と効率的機能の促進
である。企業の自主性は，日々の企業運営についての活動の自由を行使で
きる経営能力の中にある。しかし政府は，公企業の政策・実績・運営に関
して，議会に対して責任を負っている。また公企業の政策・投資決定・成
長計画・拡張計画等々は，国家的な優先順位および資源の動員・配分に従
わなければならない。同様に各公企業の賃金・雇用政策は他の公企業およ
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び国民経済とか力､わっているので，同一歩調をとる必要がある。さらに赤
字企業の場合は民間企業のようにいつでも清算することが可能というわけ
ではない。したがって公企業が政府の監督から完全に自主的になる，ある
いは完全に独立すると考えることは非現実的である。基本的な問題は政府
の監督あるいは指導が避けられないということではなく，企業の効率的機
能あるいは企業目的の達成にかかわりのない，またしっかりとしたルール
と協定とに基づくことのない，ゆきすぎた監督あるいは指導が行われてい
るということである。
政府は公企業の日々の機能にではなく，主に全体的な戦略計画と政策に
かかわるべきである。政府の責任は，公企業に投資された公的資金が適切
な収益率をもたらしているかどうか，またこうした企業の機能が計画目的
と一致しているかどうか，にあるべきである。
政府と公企業との責任分担を明確にすることが必要であるが，こうした
目的を遂行するにあたっては「持株会社（holdingcompany)」を設立す
ることが望ましい。すなわち公企業監督各省庁と公企業との間に持株会社
を設立し，公企業を持株会社の子会社として再建する。持株会社の役員会
は各子会社の日々の運営に対して責任を持つ。また持株会社と子会社との
関係は分権化の原則に基づく。政府は持株会社の実績評価lこの糸責任を持
つことになる。政府の任命した役員は持株会社の役員会|この糸限定され
る。中核セクターの公企業はこうした持株会社に再細されるべきである。
持株会社は５年間の投資・生産・稼動率･収益･配当等の諸計画を明記し，
政府と相互合意ベースで「覚書（MemorandumofUnderstanding：
ＭＯＵ)」を締結する。ＭＯＵは毎年レビューされ，持株会社の実績はこれ
を基準にして判断される。また現存のひとまとまりの会社群を頂点会社
（ApexCompanies）として再編することもできる。すなわち頂点に役
員会を据え，多くの収益センターあるいは費用センターとしての部門ある
いは部局を備えたものに再編するのである。非中核セクター会社の場合に
は，現存の企業を若干の持株会社あるいは頂点会社に再編すべきである
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が，こうしたセクターの公企業は民間企業との競争状態に置かれているの
で，各部門の担当省庁は公企業と民間企業の双方に適用する部門別政策を
作成すべきである。
②公企業の自主性についての勧告
（a）投資承認および資金調達について
現行システム下では公企業の投資活動はいくつもの段階で政府の承認を
得なければならない。中核セクター企業の投資計画の場合は，現行の公共
部門計画への完全統合システムが継続されなければならない。多くの中核
部門は相互に緊密に関連しているので，他の部門との協同が必要となるた
めである。またこれらの部門の必要資金は膨大なので，資金が国家予算に
よって調達されるにせよ，企業自身によって調達されるにせよ，投資提案
の全般にわたる詳細な現行システムが継続されるべきである。
非中核セクターのうち健全経営企業の場合には詳細な調査は必要ではな
く，公共投資計画は予算による資金フロー分だけを含むべきである。会社
預金(3)あるいは債権発行によって公衆から資金調達する場合，あるいは金
融機関から借り入れする場合，政府の承認を得る必要はない。
株式売却によって資金調達をするという可能性は，経営実績が良好な会
社だけに限定されるが，こうした会社は会社預金あるいは非転換社債の売
却によっても資金調達が可能である。借り入れによる資金調達は固定した
負債を生糸だすが，株式売却は公企業に何らの利益をもたらすことなく所
有権の問題を生糸だすかもしれない。したがって現存公企業による公衆へ
の株式売却は勧告できない。
（b）賃金政策について
公企業労働者は労使紛争法によって規制され，その報酬は集団協約手続
きによって決定されている（ただし繊維，セメントといった若干の産業で
は産業別賃金評議会によって決定されている)。1960年代には政府は賃金
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締結にあまり関与することがなかったが，今日では賃金のあらゆる構成要
素に関して政府の承認が必要なので，公企業は賃金締結事項において自主
性をほとんどもっていない。公企業は集団協約手続きの一環として労働者
との合意においてより大きな自由を得たいと欲している。しかし各女の企
業が独自に賃金締結を結ぶことには難点がある。競争的賃金協約は常に企
業自体の実績に基づいているわけではなく，同一地域の他の企業，あるい
は似たような技術・規模をもった他の企業の労働者に認められた賃金に基
づいているからである。こうした状況の中では，企業レヴェルでの協約と
上から指示された賃金政策との妥協が必要である。また公共部門だけでな
く，組織部門全体の健全性のために，賃金と生産性との明確なリンクが必
要である。したがって基本給は産業ペース，あるいは産業-立地ベースで
決定されるべきである。基本給に付け加えて，生産性と結び付けられるべ
き部分があるが，これは個々の企業によって，一定の上限制約の中で，そ
の雇用者と締結されるべきである。
上記の決定に関しては，政府は大まかなガイドラインを与え，賃金決定
にあたっては企業の役員会に完全な自由が与えられ，前もって政府の承認
を得る必要はないものとする。
（c）経営幹部の任命と報酬について
現在，会長と役員の任命・罷免の権利は政府が握っている。この政府の
特別権は事前の承認を得る必要のない決定に関してインフォーマルな干渉
をもたらし，企業の自主性をそこなうことがあり得る。そこで一定の変更
が必要である。現在，社長および常任理事の任期は２年間で，このうち１
年間は仮採用である。そこで組織の効率を高めるために社長および常任理
事の任期を５年間（うち１年間は仮採用）とし，罷免にあたっては３カ月
前の事前通告が必要であることとする。また取締役会より下位の人事は取
締役会の権限内に置くべきである。
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③公企業の責任性についての勧告
公企業の責任性を検討するには３つのチャンネルがある。第１は経営実
績評価である。公企業の自主性を拡大させるためには，経営実績の責任が
厳格に守られなければならない。そのためには経営実績の基準と報告・評
価手続きが特定化されなければならない。組織構造を論じる際に，会計年
度が始まる前に，政府（各公企業監督省庁）と公企業との間のＭＯＵ締結
の可能性に触れた。ＭＯＵが締結された場合には，事前に相互合意された
条件が遂行されたかどうかが評価の基準になる。しかしＭＯＵ締結条件を
満たす企業はほんの－部である。そこでより一般的な経営実績基準が必要
である。一般的な評価基準は４つのグループに分けられる。すなわち，①
財政実績，②生産性および費用削減，③技術のダイナミズム，④プロジェ
クト実行の効率性，である。
第２は会計監査の問題である。現在会計監査には２j匝類ある。ひとつは
公認会計士によるもの，もうひとつは会計監査庁（Comptroller＆Audit
General）による追加監査（supplementaryaudit）である。前者は会社
法の下で要求されるものであり，後者が要求されるのは公企業が公共資金
から資金融通されているためである。今後とも公認会計士による監査は継
続されるべきである。しかし会計監査庁による追加監査が継続されるべき
かどうかは議論の余地がある。もし公企業に共通する会計政策および会計
基準がすゑやかに形成されるならば，追加監査は不必要となろう。
第３の論点は議会との関係である。公企業をより効率的にするために
は，①公企業の日炎の経営と運営に関する議会質問は避けるべきである，
②必要ならば公共事業委員会は公企業経営者と直接に接触して，公企業の
活動を詳細に調査することができる，③また関連省庁の交付金に関する討
論が公企業のパフォーマンスに関する討論として利用されうる。さらに公
企業の年報および会計報告も公企業のパフォーマンスに関する一般討論の
際に提出することができる。
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以上が「報告書』の中心的な論点であるが，これらと並んで，赤字企業
についての勧告と公企業の価格政策に関する勧告が注目される。赤字企業
については，これらの企業は国庫にとって負担であり，したがって財政的
に健全な企業と同等の自主性を期待することはできないとした上で，中核
セクターでない赤字企業の場合は閉鎖が勧告されるとした。一方，公企業
の価格政策については，①価格統制は生産物の性格が正統化される分野で
のみ維持されるべきである（石炭部門や石油部門等)，②公企業が民間企
業と競争している分野では，商業的考慮に基づいて価格を固定させるかど
うかは公企業の自由とすべきである（肥料産業やセメント産業)，③価格
統制のない分野では政府はI1Ili格を承認したり固定したりすることに巻き込
まれるべきではないと勧告し，また公企業に対する価格優先制度(心は向後
４～５年の間に段階的に除去すべきであり，もし必要ならば価格優先制度
の,代りに補助金を与えるほうが望ましいとした。
（１）アルジュン・セングプタを委員長とするもので，正式名は『公企業政策検
討委員会報告』という。1984年12月に政府に提出された（ここでは，Centre
forMonitoringIndianEconoｍｙ，RePoγｔｏ//"CCC加刎〃ｃｅＺｏＲｃ伽zu
PoJjcj'んγＰｚｃＭｃＥ"/cγPγjses，Bombay，1986.をテキストとして用い
た)。
（２）中核セクターの中には石炭・褐炭，原油・石油・天然ガス，電力，製鉄，
アルミニウム・銅・鉛・亜鉛・ニッケル，肥料，石油化学中間製品が含めら
れている。
（３）特定の公企業および民間企業には，直接公衆から預金という形で資金を調
達することが認められている。「会社預金（companydeposit)」と呼ばれて
いる。
（４）公企業に対しては資材調達にあたって10％までの価格ディスカウントが認
められている。
3．公企業改革と民営化をめぐる政策論議の動向
(1)公共部門代表者会議での提案
セングプタ委員会報告発炎にともなって，公企業改革と民営化をめぐる
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政策論議が一挙に高まった。ラジーブ首相は８７年１月の公企業国際会議
（InternationalCongressofPublicEnterprises）で民営化の意志が
ないことを言明したが，同時に公企業が必要とされない分野を特定するこ
とが必要であるともした。そして健全な公企業を発展させるためには，
「収益性と社会的責任のバランス」を維持することが肝要であり，ＭＯＵ
の導入は公企業の独立性を増すステップであるとした(1)。
ラジーブ・ガンジー政権の「経済自由化」推進に対する態度はしばしば
ヌエ的で，一方では「|全1由化政策には後戻りはない」と明言しながら，他
方国民会議派全国大会の場では「社会主義理念の堅持」を強調するという
状態が続いた。こうした状況の中て，８７年12月のインディラ・ガンジー開
発研究所開所式でのラジーブ首相の講演は大きな注目を浴びた。首相は，
「公共部門のパフォーマンス悪化の一部は政府によって引き起こされたも
のである｣，すなわち「これまで省庁による余計な口出しが多すぎ，公共
部門の経↓営者に十分な'二1主性と信頼をおいてこなかった」とし，「政府と
公共部門との健全な関係を発展させる道を探し出さなければならない」と
した。そしてソ連のペレストロイカ，中国の４つの現代化に言及し，「イ
ンドもまた新しい政策とプログラムを工夫しなければならないが，それは
インドの基本的な価値と原則から離れたものではなく」，「社会主義の堅持
は動かしがたい」と結んだ。この講演を評して，エコノミック・タイムズ
紙は「競争的社会主義」と題する社説を掲げた(2)。この講演後まもなく開
催された公共部門代表者会議（ConferenceofPublicSectorChief
Executives）では，ラジーブ首相のこの講演が何を意味するのかがまず問
題となった。席上挨拶に立った首相は，「公共部門が経済の管制高地」で
あることを再確認し，公共部門に対する政府の支援が縮小しているのでは
ないのかという疑問を打ち消した。が，公企業はもはや内部資金創出不足
分を埋め合わせるために予算支持に頼ることはできないとし，またとりわ
け高度技術・インフラ・調査開発部門で公企業の大規模な拡張が必要であ
るとした。ＭＯＵについては石油・天然ガス公社（ＯＮＧＣ）とインド鉄鋼
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公社（SAIL）二社との間で，草案ができた段階であることを明らかにし
た(3)。会議では公共部門代表者によって多くの提案がなされた。すなわち，
①成功をおさめている公企業は，株式の25％を市場価格で公衆および雇用
者に売却することが許可されるべきである，②１１１火政府所管公企業，州政
府所管公企業，および民間企業との間でのジョイント・ベンチャーが許可
されるべきである，③ＭＯＵは正しい方向へ向けてのステップであるが，
持株会社設立には慎重に対処すべきである，④予算支援から独立できるよ
うに公企業に資金を提供する金融機関が設立されるべきである,⑤公企業
に少なくとも３分の１の生産性リンク貸金を締結する自由が与えられるべ
きである，⑥公企業間の資金トランスファーを調整する機関が設立される
べきである，という諸点であるＣｌ)。とくに「公衆および雇用者への株式売
却を認めよ」というアイデアは新鮮な驚きを与えるものであった。エコノ
ミック・タイムズ紙は社説の''１で，このアイデアは「民営化という化け
物」を呼び起すかもしれないと評した(5)。
(2)『公共部門白書』をめぐる議論
セングプタ委員会報告発表後のもう一つ注目すべき動向は，８７年４)]の
Ｖ・クリシュナムルティ（ＳＡＩＬおよびマルチ・ウドヨグ社両公企業の会
長）を委員長とする高次委員会の設立である。この委貝会の目的は『公共
部門白菩（WhitePaperonPublicSector)』を作成することとされ
た。しかしこの委員会によって，これまでに少なくとも６種類の『公共部
門白書』の草案が作成され，数度に及んで改定・変更が行われたが，閣議
で意見が－致せず，1989年国会にも提出されなかった(6)。したがって新聞
報道によって概要を探ることができる程度で，正確な内容は不明である。
以下では，インドの主要経済紙『エコノミック・タイムズ」での報道を紹
介しておく。
内容に関する最初の報道は87年８)]14日のものである(7)。これによると
『白書』の骨子は，①財務再建あるいは吸収・合併後５年間以上たっても
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赤字を出している企業は閉鎖する，②会社法を改定して会計監査の面で公
企業と民間企業とを等しく取り扱う，③「すべての政府所有企業は公企業
に関する議会委員会の管轄下に置かれる」という憲法12条を修正する，④
国営が戦略的な利害をもたない場合，営業の性格が民間企業に適している
場合，および他の政策措置によって政府の直接参入が避けられうる場合に
は，国家所有は避けられるべきである，⑤国有化，テイク・オーバーは産
業金融復興局の勧告がある場合にだけ限定される，というものである。
８８年１月25Ｈの報道によると，「白書」をめぐる議論の要点は次のよう
なものである(8)。すなわち，①公企業の無制限の自主性は政府によって受
けいれられない。ＭＯＵは公企業に自主性を与えるための適切な措置であ
る，②公企業の責任性は絶対的に不可欠である。適切な監視がなければ公
企業のパフォーマンスは改善することなく，悪化するであろう，③すべて
の白書草案に共通して見られる点は，1956年の産業政策声明で述べられた
基本的なアプローチはおおむね適切で，依然として有効であるという考え
である。この点において「白書」では何らの新しいアプローチもうちださ
れない，④『白書』は広範な政策展望のゑを取扱い，ミクロ・レヴェル
（個別企業）の問題は取り扱わない，⑤閉鎖あるいは近代化によって影響
を蒙る労働者の利益を守るために，基金設立の提案がおこなわれそうであ
る，⑥公企業に価格の自動調整に関しての「自由と柔軟性」を与えるとい
う考えは非現実的とされた，⑦公企業による資金調達の必要性あるいは収
益性に関して『白書』が焦点をあてるか否かについてはまだ議論が続いて
いる。
８８年７月の報道はこの時点での『白書草案』の概要を描いている(9)。そ
れによると，①まったく関係のない分野への公企業の多角化は認めない。
また非中核セクターでの新企業設立は選択的なものとする，②公企業の活
動の自由は経営の成功にとって必要条件である。政府はこの点を確保し，
公企業との「距離を保った」関係を維持する，③公企業は全体のパフォー
マンスに責任を持つべきである。公企業の実績は，公企業設立の目的と目
206 
標に照らして検討されるべきであって，個々の決定や行動に照らして検討
されるべきではない，④経営目標の達成に関しては，経営者側と労働者側
は集団責任を受け入れるべきである。また労使紛争は経営者側と労働者側
との直接交渉で解決されるべきである，⑤賃金改定に関しては賃金上昇と
生産"性とのリンクを確立するガイドラインを設定する。また公企業の経営
者には生産性リンク賃金の締結の自由が与えられる，⑥赤字企業に等しく
適用できるような救済策はない。個々のケースに応じて近代化．改造，あ
るいは閉鎖が選択されうる。
上記③の論点は，８８年１月段階で報道されたアプローチの内容と決定的
に異なっている。先には1956年の産業政策声明が現在なお適切で有効であ
るとされていたが，ここでは「結果指向的アプローチ」という考えが導入
された。つまり公企業は雇用ti'l出という本来的Ｈ的に照らしても，効率的
で収益性のある道具であることが必要であるとされたのである。
同年11月にはさらに修正された『白書草案』についての報道がなされて
いる('0)。それによると，①公企業は低技術・小規模・非戦略的分野から
手を引き，高いプライオリティのある，また技術が必要とされている分野
に集中すべきである，②緊急の注意が必要とされているのは，従来公企業
は公共投資を支えるだけの十分な余剰を生みだしてこなかったという問題
である，③また政府と公企業との関係も緊急の注意を要する。すなわち過
度の官僚的統制に関する問題である，④さらにまた公企業が長い間雇用の
提供者であり，また保護者であったことによって公企業が蒙った影響が問
題である。すなわち過剰人員という問題である，⑤収益性による評価は公
企業のパフォーマンスの主要な規準の一つとして適切でありまた重要であ
る，という諸点が盛り込まれているようである。
(3)８次計画へ向けての公企業改革論議
1990／91年度から始まる第８次五カ年計画の策定準備が進展するにつれ，
公企業改革と民営化に関する議論が見直されてきた。まず注目されるの
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(よ，計画委員会のメンバーであるアビド・フセインを委員長とする「資本
市場の発展に関する高次委員会」での論調である('1）この委員会では，長
期的戦略として黒字公企業の株式の民間への売却が，「民営化に導かない
ような方法で」勧告されそうである。委員会は，この措置は資源不足状態
の下で，公企業はこれからは予算支持に大幅に依存することはできないの
で，適切な資源調達方法であるとし，その理由として，①株式市場の安定
性に寄与する，②公債発行は公企業にとって負担になる，③株式売却は企
業の効率を高める，④予算に対する圧力を弱める，という４点を挙げてい
る。また勧告の中には，中核産業への民間企業の参入許可，および収益性
の高い新規事業への投資促進のため経営不振企業の「自由退出」も盛り込
まれそうである。そしてこのような多角化を奨励するために一連の財政刺
激パッケージが必要であるとしている。民間企業への開放分野として挙げ
られたのは，ハイテク分野（エレクトロニクス，通信，バイオテクノロジ
ー）および重工業であり，こうした分野への民間企業参入ライセンス政策
はさらに自由化されるべきであるともしている。
一方計画委員会メンバーであるラジャ・チェリアは，改善の展望のない
非基礎的産業の公企業は解散，他の企業への吸収，あるいは民間部門へ売
却されるべきであるとした。その理由は資金および経営資源が限られてい
るので，優先的部門にこうした資源を割り当てる必要があるからである。
公企業は中核産業（石炭，鉄鋼，電石，石油，鉄道，通信，非鉄金属工
業）に集中すべきであり，これ以外はすべて非中核産業であり，こうした
産業はおおかれ少なかれ「完全に自立的」になり，その運営は「市場の力
に委ねられる」のが望ましいとした('2)。
さらにアビド・フセインは，公企業を「経済の管制高地に限定し，非本
質的な責任から解き放つ」ことを月的にした「公企業再建特別計画」を提
案した。この案は公企業をより自主的に，その責任をより明確にするもの
であり〆協同組合化，労働者の経営参加，民間経営者の採用など多様な制
度的選択がありうるとした('3)。
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こうした動きの下で，計画委員会は「経営不振企業の民営化は避けがた
い」という考えに傾きつつあるようである('４)。８次計画の目標成長率は
６％に設定されたが，これは過去最高の目標設定であり，現在インドが置
かれている資源ポジションから考えると，きわめて達成困難な数字であ
る。この目標達成のためには，限界資本係数の引き下げ（現行の４．６から
4.3へ)，年10％の輸出増加，年５％のインフレ率の維持，税収／ＧＤＰ比
率の引き上げ（現行の１７％から20％へ)，溢裕階層の消饗削減など多様な
課題が達成されることが前提になっている('5)。こうした状況下で，国家
財政の観点から赤字企業の閉鎖と民間企業の積極的参加を核として含む公
企業改革もまた，第８次計画策定に向けての焦眉の論点として浮び上って
きたのである。とはいえよく見ると，これらの議論の大半はセングプタ委
員会勧告の中にすでに含まれていたものである。問題は依然として｢改革」
の実行能力がどの程度あるのかという点である。
（１）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ〃Cs，1987.1.21.
（２）Ｔ"ｅＥｃｏ"0〃ｃＴｊ"zes，1987.12.29.また『インド経済季報』節19巻第
３号（1987年12月号）ｐｐ、２－３．参照。
（３）Ｔ〃ＥＣＯ"o〃ｃＴ伽Cs，1988.1.15.
（４）Ｔ"CECC"ｏＭｃＴ航Cs，1988.Ｌ１６；ＴＡｅＥｃｏ"o〃ｃＴ伽Cs，１９８８．１．
２３． 
（５）Ｔ"CECC"o"ｊｃＴ伽Cs，1988.1.20.
（６）Ｔ"CECC"o〃ｃＴｊ"zcs，1989.3.22「社説」“ElusiveWhitePapers，，
参照。
（７）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，1987.8.14．石上悦朗「前掲論文」をも参照され
たい。
（８）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ〃Cs，1988.1.25.
（９）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ〃Cs，1988.7.18；Ｔ"CECCｿzo"ｚｊｃＴ伽Cs，1988.7.
31． 
(10）Ｔ"CECC"o”ｃＴ伽Cs，1988.11.28．
(11）Ｔ"CECC"o〃ｃＴｊ伽Cs，1987.12.23；ＴｈｃＥｃｏ"0〃ｃＴ伽Cs，1988.5.
30． 
(12）ＴｈｅＥｃｏ"o〃ｃＴ/”Cs，1988.3.8.
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(13）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，1988.6.12．
(14）Ｔ"ＢＥＣＣ"o〃ｃＴ伽Cs，1988.6.14；Ｔ"ＣＥＣＣ"o〃ｃＴ伽Cs，1988.10.
7．ラジープ・ガンジー政権下での８次計画策定に向けての計画委員会は
1989年11月の総選挙で国民会議派が敗退しＶ・Ｐ・シン新政権が発足すると
同時に解消され，あらためて８次計画策定のための新計画委員会が発足し
た。このためＩ日計画委員会によって準備されていた８次計画策定案は反古と
なった。
(15）Ｔ"CECC"o〃ＣＴ伽Cs，1988.10.18.
4．進展しない「公企業改革」と「民営化」
前節では「公企業改革」と「民営化」をめぐる政策論議の動向を見てき
たが，本節ではこうしたアイデアがどの程度実現したのかという点を，具
体的事例をとりあげるという形で追っていく。
(1)ＭＯＵの締結と持株会社の設立
セングプタ委員会勧告のうち，ＭＯＵ締結は公企業の自主性を増大させ
るための「適切な措置」あるいは「正しい方向へのステップ」としておお
むね歓迎されるにいたった。８７年度には９件のＭＯＵが試験的に締結さ
れた(1)。しかしこれらのＭＯＵは５年間の有効期間を勧告したセングプ
タ委員会とは相違して年次実績計画（AnnualPerformancePlan）であ
り，その内容においてスケールダウンしている。この内容変更に関しては
官僚の圧力があったものと推測されている(3)。つまりこれらのケースはい
まのところ個別的かつ暫定的なもので，年間生産目標の設定以上のものに
はなっていない。８９年３月になってようやく内閣の下にＭＯＵ締結公企
業のパフォーマンス評価委員会が設置されることが決定された段階であ
る(3)。
持株会社設立勧告もまた，ほとんど実行には移されていない。先に触れ
た公共部門代表者会議では，持株会社は適切なときにの承設立されるべき
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であり，また持株会社は子会社に対して十分な自主性を与えるべきである
とした。そしてたびかさなる組織変更は反生産的であるので，持株会社設
立よりも前に，一方での政府と持株会社，他方での持株会社と子会社につ
いての関係を詳細に検討すべきであるとした。
これに対し政府はエア・インディア社（ＡＩ）とインディアン・エアライ
ン社（1Ａ）双方をカヴァーする，政策形成体としての持株会社の設立を提
案した。この提案の実質的な狙いは２つの航空会社の吸収合併という考え
を打ち消すものであった。同時にまたエンジニアリングとメンテナンスを
行う別個の子会社設立をも提案したが，まだ構想の域を出ていない(4)。
また政府は鉱物・金属貿易公社（ＭＭＴＣ）と国家貿易公社（STC）と
の経営を一体化して，持株会社を設立する問題の検討をハイデラバードの
行政スタッフ・カレッジに依頼した。シヴ・シャンカール商業大臣は，両
公社の間で「不健全な競争がある」ので「協力の強化が必要」であるため
であるとした。しかしこの構想もそう簡単には進展しそうもない(5)。
結局これまでのところ持株会社が設立されたのは，エンジニアリング産
業での２社にとどまっている。
(2)公企業債の発行
資金調達面では，「公共部門資金調達に対する政府のアプローチの重要
なターニング・ポイント」と評される公企業債の発行が1986年７月に始め
て３つの公企業に認められた(6)。火力発電公社（ＮTPC）１０億ルピー，イ
ンド電話公社（ITI）１０億ルピー，農村電化公社（REC）６．５億ルピーが
それであり，表面利率10％の免税債権と表面利率14％の課税債権の２種類
が発行された。これら公企業債に対しては実質利回りが市場の実勢をはる
かに上回るものであったので，短期余剰資金保有者である銀行および公企
業から大量応募があった。またインド準備銀行（RBI）は８７年５月２１日
に，商業銀行の株式および債権に対する年間投資額は前年度の預金増加額
の１．５％を上限とするという内示を発表したが，この基準は公企業債への
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投資に関しては適用されないとし，公企業債優遇措置を明らかにした(7)。
さらに公企業債売却業務は現在国有化商業銀行だけに限定されている
が，８７年８月に利子率がそれぞれ10％，１４％から９％，１３％へと引き下げ
られたので，これを契機に民間金融機関と外国銀行にも公企業債売却業務
を認めることが考慮され始めている。これらの諸措置の目的は７次計画の
ための資金動員能力の向上とされている(8)。
1987年度には公企業債によって総額200億ルピーの資金が調達され（こ
のうち半分は公募債によるものではなく，私募債であった)，また88年度
には203.9億ルピーの調達が目標として設定された(9)。
(3)いわゆる「民営化」－公企業株式の売却一
公共部門代表者会議では，成功している公企業は25％の株式を雇用者お
よび公衆へ売却することが許可されるべきであるとの提案がなされたが，
この動きを受けてマルチ・ウドヨグ社では雇用者への株式売却計画が進め
られている。その理由として，労働者の経営参加によって生産性と収益の
増大が期待されることが挙げられた。もしこの計画が政府によって承認さ
れるならば，「民営化」へ向けての初めての具体的なケースとなるが，今
のところ閣議決定はされていない('0)。
「民営化」へ向けてのもう一つ別の動きは，赤字公企業スクーターズ・
インディア社（SIL）の民間企業への売却問題である。８８年始めに政府は，
SIL社ラクノウエ場を民間のバジャージ・オート社へ売却することを発表
した（閣議決定は87年11月)。この発表は，公共部門代表者会議でラジー
ブ首相が「公企業は経済の管制高地である」と言明した直後であっただけ
に，大きな疑惑と混乱を引き起こした。ＳＩＬ社の累積赤字は10億5000万ル
ピーにのぼっており，競争の激しい二輪車市場ではもはや再生の望みなし
と政府が判断したためである。しかし売却条件をめぐって，バジャージ・
オート社との間に大きな意見の相違が見られた。最大の争点は，売却後に
ラクノウエ場に対して，後進地域優遇措置を適用するか否かという点であ
２１２ 
り，また売去ﾛ後の労働者削減を認めるか否かも問題となった。その後売却
交渉は遅々として進まず，また３，０００人にのぼるＳＩＬ労働者の激しい反
対一独自にＳＬＩ復興委員会を結成した－に出会い，また総選挙を真
近に控えているため政府はＳＩＬの民間企業への売却をあきらめ，再生へ
向けての道を模索せざるを得なくなっている('1)。
さきに触れたようにＡＩ・ＩＡ両社の改革案としては87年当初に持株会社
設立案が提案された。の糸ならず88年６月にはモハンマド・ヤヌスを議長
とする国家旅行委員会は，株式の40％までの公衆への段階的売却という
ＡＩおよび１Ａの部分民営化を勧告した。しかしこの部分民営化案も89年
４月になって結局は担当大臣によってしりぞけられてしまった(12)。
一方87年の６月には，両社のパートタイム会長として民間企業経営者を
採用することが実行に移された。すなわちＡＩ社にはラタン・ダダが，
IＡ社にはラフノレ・バジャージがそれぞれ就任した。しかしＡＩ社の場合ラ
タン・ダダと社長であるラジヤン・ジェトリとのそりがあわずダダは３年
目に会長職を辞任した('3)。
(4)民間企業への開放策一「インド型民営化」
民間企業に対する規制緩和の一環として，従来公企業にのみ生産が限定
されていた分野（1956年の産業政策声明で「Ａ計画産業」に指定された分
野）に民間企業の参加が許可されるようになった。この措置は民間活力の
利用を目指すとした第７次計画の基本政策の一環であり，これこそが「イ
ンド型民営化」の特色であるとして注目を集めている措置である(M)。電
力，国防，通信機器，道路建設，航空，鉄道，港湾，石油採掘・精製等で
民間企業の新規参入が認められた('5)。
まず電力部門である。８７年当初は，政府は電力部門への民間企業参加の
可能性を否定していた。このような巨額な投資を必要とする分野では，民
間企業が内部資金によって資金調達することは不可能であるという理由か
らであった。ただしジョイント・セクターへの民間投資は歓迎するとし
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た('の。しかしほぼ同時期に，ラジャスタン州に有力企業ビルラが最初の
民間火力発電プラント（200メガワット）を設立するかもしれないと報道
された。州政府はこのプロジェクトを全面的に支援しており，エネルギー
省による「エネルギーについての政策ペーパー」が提出されれば許可され
るであろうとされた('7)。
「エネルギーについての政策ペーパー」は同年５月に提出されたが，予
想どおり火力発電分野への民間企業の参加が勧告され，民間企業による目
標発電量として５，０００ＭＷが設定された（８９年３月末までに電力の需給
ギャップは１万ＭＷになると推測されている)。また民間企業の電力機器
に対する関税引き下げや，外資とのタイアップおよび制度金融利用の許可
も勧告された。さらに収益率は15％に固定されるべきことが必要であると
された（火力発電公社および水力発電公社に認められている現行の収益率
は12％である)('8)。２年後の89年５月になってようやく，１２％から15％へ
の収益率の引き上げ勧告は実現されそうな気配を見せている。またこの他
に政府は民間部門の参入を奨励するために，電力プラント設立にあたって
発起人に必要とされる最低貢献分を株式の11％に設定する，借り入れ資
本／自己資本比率を１：４とする，資金の40％までの対外借り入れを認め
る，が許可基準として設定されそうである｡，)。しかし同時にたとえ外貨
ローンをとりこむことができたとしても，民間企業による電力プラントの
輸入は禁止されるという点も盛り込まれそうである('9)。ともあれ今まで
のところ民間企業参入の条件が十分に整っているとは言いがたく，実現し
たプロジェクトは一件もない。
国防産業分野では，８７年４月に下院で，低技術国防品生産の民間企業へ
の開放が明らかにされた。これらの中に含まれる品目は，ブーツ，ブラン
ケット，帽子，防寒用コート等，マージナルな品目にとどまっている(20)。
通信機器産業分野では，８４年３月に「通信機器民間開放政策（Manufac
tureofTelecommunicationEquipmentRelaxationfromlO０％ 
PublicSectorManufacture)」が発表された。この政策の目的は「通信
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機器の国産化促進および輸入依存の低下」とされ，①交換機および送信機
器部門への民間企業の参入許可（ただし許可形態は民間企業の出資比率は
49％を上限とするという公企業とのジョイント・ベンチャーで，これはす
でに1956年の産業政策声明でも認められていた)，②通信機器（電話機，
ＰＡＢＸ，テレプリンター，データ送信機）への民間企業の参入許可，を明
らかにしたものであった(21)。
８８年８月になってはじめて，マハナガール・テレフォン・ニガム公社
（ＭＴＮL）が同社の近代化・拡張計画への民間企業の大規模な参入を歓
迎するとした。同社の電話機および電話機関連機ljlh電話機の設置とメン
テナンス分野への参入許可である(22)。
航空分野では，民間部門に第３の航空会社を設立するという案が86年５
月の閣議で承認された。新会社はヴァユドゥート社（Vayudoot）と呼ば
れ，現在IＡ社が十分需要に答えることのできていない国|ﾉ]幹線路のサー
ビスにあたることが予定されている。もともとヴァユドゥート社はＡＩ社
とＩＡ社の折半出資で1981年１月に設立され，８３年２月に株式公開会社に
転換した，チャーター便専門の航空会社であった(23)。
石油精製の分野ではインド石油公社（IOC）と民間企業ダダ社（カルナ
ル精製所）およびビルラ社（マンガロール精製所）とのジョイント・セク
ター企業が設立されることが決定している。株式出資比率は両社といＯＣ
が26％，民間企業側が26％であり，残りの48％は一般公募という形態をと
っている。ある論者は，これらの例は「公企業民営化のインド型モデル」
を提供するものであると評価している(2')。
他にも道路建設，港湾建設分野での民間企業の参入が許可されている
が，収益が見込まれないために，いずれも民間企業側からの反応は見られ
ない。以上の動向からうかがわれるように，インド型民営化とはつまると
ころ公企業の削減や縮小を伴うことのない「民営化」である。過度に膨張
してきた公企業の既得権益をそこなうことなく，民間企業の不満をも吸収
しようと意図したものであると言えよう。こうした諸措置によって政府の
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目指す経済効率の向上と財政赤字の削減がどの程度まで実現するのか，疑
問なしとしない。
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おわりに
以上，ラジープ政権下での「公企業改革」と「民営化」をめぐる政策論
議の動向と，その具体的な進展動向を概観してきた。議論ばかりが先行し
て，現実は遅々として進まないという印象を受けよう。理由として，こう
した改革の動きが緒についたばかりであるという点があげられるが，それ
以上に改革を阻む要因があまりにも大きいと言ったほうがよさそうであ
る。改革を阻む要因とは，一言で言えば，これまでのシステムの下で安住
してきた政治家，官僚,公企業労働組合等の既得権益のバリアーである(1)。
Ｍ・Ｓ、アフルワリアが的確にも指摘したように，インドでは「民営化は日
程表にのぼっていない」のであり，現在進行中の政策改革は「漸進主義」
を原則としたものである(2)。あるいは現状の「政治的バランスを崩すこと
のない」改革を目指しているとも言えよう(3)。
公企業株式の民間売却という意味での「民営化」プログラムは，インド
ばかりでなくこのプログラムを政策日程にのせたほとんどの途上国で実質
的な進展はゑられない。ある論者は「途上国で民営化が問題になっている
のは，イデオロギー的理由によって世界銀行，ＩＭＦ，ＵＳＡＩＤ等が圧力を
かけているためであって，途上国内部には民営化を推進するロビーは無
く，したがって民営化は単なるスローガンにすぎない」と指摘した(4)。少
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なくともこの指摘はインドの場合は妥当しそうであるし，一般的に言って
途上国というコンテクストにおいて「民営化」を実行することには，どこ
か無理があるのではなかろうか？そう考えると，何故「民営化」が進展
しないのかという問題に対する解答の一部は，プログラム自身の欠陥にも
見出せるように思われる。
『世界開発』誌の「民営化特集号」の編者Ｒ・クリスチャンセンは特集
論文によって提示された主要論点をつぎのようにまとめている(5)。
①公企業の非効率問題は重要ではあるが，効率的な自由化をともなわ
ない民営化だけではたいした成果は得られそうにもない。
②企業レヴェルでは所有権をめぐる論点は，目標，経営支配，および
雇用者に対するインセンティプという論点ほど重要ではない。つまり
企業インセンティブの再編と自由化とが結び付けば，民営化がともな
わなくても，効率を向上させ，経営上の損失を削減するのに十分であ
るかもしれない。
③民営化にあたっての政治的環境は，民営化プロセスの長期的な実行
可能性にとって決定的に重要である。
④民営化の政治的前提条件が満たされている状況においてさえ，民営
化実行にあたってはきめこまかい詳細にわたる問題が解決されなけれ
ばならない。
⑤開発機能をもつ企業を民営化する場合には異なった一連の論点が生
じる。とくに農業部門内にある企業の場合にはそうである。
⑥結論すれば，民営化は公企業に対する魅力的な代替物ではあるが，
それは唯一の代替物でもなくまた最良の代替物でもない。民営化が適
切な政策選択であるような状況においてさえ，それが実行される政治
的・ミクロ経済的環境は決定的に重要である。さらに民営化実行の詳
細は複雑であり，しばしば政府の継続的な介入が必要となる。
上記の要約が示唆しているように「民営化」によって得られる成果は，
それによってもたらされる政治的混乱に比べるとあまりにも小さいと言え
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るのではあるまいか？新古典派的開発論の土俵を離れて開発の政治経済
学という観点に立つことが必要であるように思われる。そうであるとすれ
ば，インドにとってより実行可能な，またより大きな成果が期待できるプ
ログラムは「民営化」ではなく「公企業改革」である。クックとカークパ
トリックも「すべての途上国にとっての政策選択としての民営化の意義は
あまりにも誇張されてきた」とし，「民営化は実行が困難であり，その潜
在的利益は不確実である。公企業を国内競争あるいは国際競争にさらすこ
とはしばしば困難であり，時には不適切である。こうした状況において
は，公企業部門内部での経営改善が経済効率と経済パフォーマンスの改善
をもたらすように思われる。今後，民営化ではなく公共部門改革が途上国
の公企業政策の主要な焦点となりそうである」と論じた(の。
しかしインドでは「公企業改革」もまた残念ながらきわめて限られた範
囲内のものにならざるを得ないであろう。そのことを如実に語っているも
のは，公企業改革の対･象となっているのは非官庁企業だけであるという事
実である。しかし財政危機の主要要因の一つとしての公企業の非効率を問
題とするならば，官庁企業の非効率こそまず問題とすべきであり，また行
政部門を含めた公共部門全体の非効率こそ問題とすべきであろう。公共部
表６公共部門純貯蓄額の推移（暫定値）
貯蓄額
(1000万ルピー）
ＮＤＰに対する比率
（％） 年度
1980／81 
1981／82 
1982／83 
1983／84 
1984／85 
1985／86 
1986／87 
1987／8８ 
－２４１ 
１，３９６ 
８４３ 
－１，３０７ 
－２，８７０ 
－２，９６８ 
－５，１８６ 
－５,８６３ 
２
０
５
７
４
３
０
０
 
●
●
●
●
●
●
●
●
 
０
１
０
０
１
１
２
２
 
｜
’
｜
｜
’
 
出所：ReserveBankoflndia，RePoγノｏ〃Ｃ”γc"ｃｙα"ｄ
Ｆｊ〃α〃cc，Ｚ987-88,ＶｏＬＩＩ，ｐ、１４．
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表７部門別純国内貯蓄額（暫定値）
（1000万ルピー，経常価格表示）
1985／86年度’1986／87年度’1987／88年度
1．公共部門 －２，９６８ 
（－９．８） 
－４，２３０ 
(-13.9） 
１，２６２ 
（4.1） 
９６４ 
（3.2） 
３２，４４６ 
（1066） 
－５，１８６ 
(-15.2） 
－６，６７０ 
(-19.5） 
１，４８４ 
（4.3） 
７０２ 
（2.1） 
３８，６３２ 
（113.1） 
－５，８６３ 
(-16.6） 
－７，５１９ 
(-21.3） 
１，６５６ 
（4.7） 
６０３ 
（1.7） 
４０，４８６ 
（114.9） 
a・行政・官庁企業
b・非官庁企業
2．国内民間法人部門
3．家計部門
4．合計 ３０，４４２ 
(100.0） 
１２．９ 
３４，１４８ 
(100.0） 
１３．０ 
３５，２２６ 
(100.0） 
１２．０ ＮＤＰに対する比率（％）
注：カッコ内の数字は全体に占める比率
出所：ReserveBankoflndia，ＲｅｐｏｒＺｏ〃Ｃ"〃c"ｃｙα"ｄＦｊ"α"ccZ987-88，
Vol、Ｉ，ｐｐ、１０，１４．
門の負の貯蓄額は83／84年度以降急増しつづけ，８７／88年度には586.3億
ドルにまで達しているが（表６），その原因は何よりもまず行政部門・官
庁企業の膨大な負の貯蓄である（表７）。こうした問題が議論の対象にも
ならないという事実こそインド行政改革の限界を示すものはない。これは
また既得権益のバリアーを崩すことのできないインド政府の政策実行能力
の|浪界を示す指標でもある。
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